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斯文会と経学院における漢文教育・教化活動
丁 　世　　絃
Classical Chinese Education Activity of 
Sibunkai and Kyeonghakwon in the Modern Era
JEONG Sehyeon
Abstract
 This paper examines classical Chinese education activities of the most famous 
Confucian institutions ̶ Shibunkai of Japan and Kyeonghakwon of Korea ̶ in 
the modern period. After the Meiji Restoration, Japan selected the Western 
world as a model for modern civilization. The Westernization of Japanese 
knowledge and society created an opportunity to question the meaning and value 
of classical Chinese education. This way of thinking can be thought of as 
connected with the arguments surrounding the abolition of classical Chinese 
studies. Shibunkai opened a forum and discussion about opinions on the abolition 
of the departments classical Chinese. After that they made a report, distributed 
it to teachers of classical Chinese at each school and submitted it to the 
government. They gave various lectures, to spread Confucianism and classic 
Chinese knowledge throughout society. We can ﬁ nd similar classical Chinese 
education activities by Confucian institutions in modern Korea. Kyeonghakwon 
was established in 1911, and began educational activities through lectures of 
classical Chinese earlier than Shibunkai by Kyeonghakwon scholars. It was 
intended to be a place to give lectures on Confucianism and to facilitate reform 
of Korea using Confucian scriptures.
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はじめに─近代日本における漢字・漢文科廃止論
　漢字は中国に始まり、韓国や日本など東アジア諸国に伝播し東アジアの文字として長く使わ
れた。漢字で書かれた文章、文学は近代期まで東アジア地域で共通して享有された。
　この地域の人々にとって漢字・漢文は教養の象徴でもあった。しかし明治維新以降、日本の
学ぶ対象は中国から欧米に移り、社会構造から学問に至るまで西洋を模範とするようになり、
漢文は言語的権威と魅力を失ってしまう。このような傾向は学問、言語としての漢文の意味を
問うきっかけになり、ついに漢文廃止論という極端な議論まで現われた。
　漢文廃止論は近代から現代に至るまでしばしば繰り返された。慶応 2年（1866）、前島密（1835-
1919）によって提出された「漢字御廃止之議」から始まって、明治初期には英語国字論、カナ
国字論、ローマ字国字論、新国字論などの国字論が現れた1）。
　このような議論に対し第十代文部大臣であった井上毅（1884-1895）は以下のように述べた。
漢文学ハ何ノ必要ニヨリテ教科トスルカトス問ニ余ハ答トハナシヌ
一　支那ノ経学（近時ノ語ニテ哲学）ハ道徳の為ニ必要ナリ
二　支那ノ文字ハ国語ノ材料トシテ必要ナリ2）。
　井上毅は漢文教育の効果について「経学ヲ教フルノハ生徒ニ高明堅確ナル心術ノ鍛錬ト純正
ナル徳行ノ標準ヲ与フル業ニシテ欧米ノ生徒カ希臘古学ヲ学フニ均シク精神ノ学ト文字トノ両
様ノ益アルナリ3）」と説明している。
　漢文教育に対する井上毅の答えは漢文が国語の補助的言語であり、道徳のための一教科とし
ての依然として必要であるということであった。
　後日斯文会の顧問として活躍する井上哲次郎（1856-1944）も斯文会で活動する前、雑誌『太
陽』に「国字改良論」という論説を 2回掲載した。
我邦慣用の文字が文明進歩の機械として極めて不十分なること火を見るより明かなり、何
人も此点に就きて疑を容ること能はざらん（中略）単に機械にすぎざる文字を記憶する為
めに、無益の努力と時間を費やすの難を免れ、短刀直入、人生に必要なる学問を修習し、
 1） 石毛慎一「明治期の漢文教育廃止論について」（『全国大学国語教育学会発表要旨集92』、全国大学国語教
育学会、1997年）21頁。
 2） 木村匡編『井上毅君教育事業少史』（忠愛社、1895年）124頁。
 3） 同上126頁。
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迂廻せる路によらずして、其目的に到達するを得ればなり（中略）若し我国民が明瞭に漢
字有害の程度を想考するを得ば、一日も之を不問に付すること能はざるべきなり4）
　井上は漢字の長所を述べてはいるものの、最終的に漢字はほかの言語と比べ、学ぶのに時間
のかかる非経済的言語であるから文字の改良が必要であるという結論を出している。また漢学
に関しても「文学に志あるものは、広く支那古今の文学書類に通曉せざるべからず、然るに支
那の文学書類は知識開発上に有益なるもの、甚だ多しとせず5）」と述べた。
　漢字廃止論は一見東洋学と西洋学の対立のように見えるが、実際はそれだけではなかった。
特に当時の学者たちはおおむね漢学の知識を身に着けていたので、彼らの意見を漢文に対する
無知の所産であるとして簡単に無視することはできなかった。漢字廃止は近い将来に漢文学や
漢文教育にも悪い影響を及ぼす可能性がある問題であり、漢文科廃止の議論とともにしばしば
とり上げられた。この問題は近代儒教界を貫通する解決すべき一つのテーマとなる。
　明治33年（1900）12月19日の高等教育会議において、文部省側は、漢文科に関する諮問事項
として、師範教育・女子師範・高等女學校・中等校などのいわゆる中等教育の正課科目中、「漢
文及び習字を削り、国語の中で教育」する案を出した6）。
　この案は結局廃案になったが、漢文の地位と影響力が衰退しつつある当時の状況は日本の漢
学者に危機感を感じさせたのであった。
一　斯文会と漢文教育活動
1 　斯文会の設立と構成・主な事業
　斯文会は近代日本の儒教と漢学を代表する団体であり、儒教の復興に大きな影響を及ぼした。
斯文会の歴史は思斉会から始まる。明治初年、岡本監輔と森重遠が「聖賢の道を講究して会員
各自の修養に資し、因て以て世道人心を裨補せんこと」7）を目的として創設したが、その活動は
不振であった。思斉会の遺産を引き続いで当時の太政官権大書記官股野琢、同権少書記官広瀬
進一の助言により会名を斯文学会と変更して趣意書および規則を新たに制定した。さらに当時
の右大臣岩倉具視の支援を受けて明治13年（1880） 6月 6日神田区学習院の大講堂で斯文学会
の発会式が行なわれた8）。
　斯文学会の設立目的は「風教ヲ拡張し文学をスルヲ以テ主旨トス」ことで、その主な事業は
 4） 井上哲次郎「国字改良論」（『太陽』第 4巻20号、1898年） 6頁。
 5） 同上 9頁。
 6） 浮田真弓「大正期の漢文科存廃問題に見る漢文観」（『静岡大学教育学部研究報告』、教科教育学編、2010
年） 2頁。
 7） 山本邦彦「斯文学会時代の回顧（一）」（『斯文』 8編 4号、1926年）44-45頁。
 8） 斯文会「斯文学会時代の回顧（二）」（『斯文』 8編 5号、1926年）45頁。
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「学校、講説、著撰」であった。
　斯文学会は有栖川宮威仁親王、三條太政大臣、岩倉右大臣より寄附を受け、6月19日発起人会
を開き、10月24日に会則を制定した。その後明治28年（1895） 5月社団法人斯文学会となった。
　斯文学会の第一事業である学校（斯文黌）は明治16年（1883） 7月落成、 8月 1日に学校設
立の許可を得て 8月21日開校し、授業が始められたが9）、 3回に及ぶ火事（1882年の昌平館の焼
失、明治18年（1885）の塾舎一棟の焼失、1889年の類焼）により授業の具体的状況は不明であ
る。特に明治18年（1885）の火事によってしばしば講義が中止され、その影響で聴講者が減少
し、明治43年（1910）にはついに授業が中止されたという。その後社団法人斯文学会は、大正
7年（1918）財団法人斯文会と改名した。『斯文』 1号の「会報」には斯文会の成立目的に関し
て次のように述べられている。
第一條　本財団ノ目的ハ儒道ヲ主トシテ東亜ノ学術ヲ闡明シ以テ明治天皇ノ教育ニ関スル
勅語ノ趣旨ヲ翼賛シ我ガ国体ノ精華ヲ発揮スルニアリ10）
　これを見ると「儒道」を主とする学術を明らかにするとともに、国体精神を普及することを
目的としていることがわかる。その目的を達成するために斯文会は活発な活動を行なう必要が
あった。斯文会の事業について『斯文』 1号の「財団法人斯文会寄附行為」の第三章に次のよ
うにある。
第三章　第四條　本財団ノ事業ハ斯道ノ宣伝、学術ノ研究及学資ノ補給学生ノ養成、先聖
ノ祭祀湯島聖堂廟ノ保管維持、雑誌其他必要ナル図書ノ編輯発行等を為スニアリ
　主な事業として挙げられている儒道の宣伝、学術研究・学資、学生の養成、祭祀、書籍の発
行はそれぞれ斯文会の教化部、研究部、祭典部、編輯部がその業務を担当していた。詳細な内
容は『斯文』 1号の「財団法人斯文会寄附行為」の第 5章「事業の分担」に見える。
第五章
第十條　本財団ノ事業ヲ施行スル為メ左ノ各部ヲ置ク
一　本部
本財団ノ枢機ヲ掌リ庶務会計ヲ処理ス
二　教化部
講義講演其他斯道ノ宣伝に関スル事項ヲ掌ル
 9） 斯文会「斯文学会時代の回顧（五）」（『斯文』 8編 8号、1926年）52頁。
10） 斯文会「会報」（『斯文』 1号、斯文会、1919年）111頁。
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三　研究部
学術ノ研究及学資ノ補給学生ノ養成等ニ関スル事項ヲ掌ル
四　祭典部
先聖ノ祭祀、聖廟及一切ノ附属建物並附属物ノ保管維持等ニ関スル事項ヲ掌ル
五　編輯部
雑誌其他必要ナル図書ノ編集及発行等ニ関スル事項ヲ掌ル11）
　斯文会の各部の事業の中で目立つのは研究部の「学生の養成」である。斯文学会には斯文黌
があったが、斯文会は校舎を持っていなかったので、学生もいなかった。しかし研究部の事業
として「学生の養成」が明記されているので、ここでいう「学生」に関してはいろいろな解釈
が可能である。斯文会の創設目的である国体精神の普及が必要な学生だと解釈するとその範囲
は日本にとどまらず、台湾や韓国の学生もその「学生」の範囲に含むことができる。この項目
を通して斯文会が設立の初期から学生を教化の対象として念頭に置いていたことがわかる。
　さて、大正 7年（1918）の斯文会趣意書では以下のように述べている。
本会は朝野諸彦の賛助により儒道を以て本邦固有の道徳を鼓吹し精神的文明の振興に務め
彼の利用厚生に関係ある物質文明の発達と相伴うを得しめんと果たして此の如くなるを得ば
永く国運の隆昌を増進し戦後の世界に万邦に卓越せる我が国体の光輝を発揚するに足らん12）
　この趣意書にあるように斯文会は儒道を以て日本の道徳、精神を振興する事業を行なった。
しかし当時は儒教の精神を伝える道具である漢字の廃止や漢文科の廃止に関する議論が頻繁に
行なわれていた時代である。斯文会は国体の光輝を世界に伝えるという趣意のもとで儒道を保
存する基礎作業である漢文教育活動を推進したのである。
2 　斯文会の漢文教育関連活動
　斯文会の前身である斯文学会には斯文黌があり、国民精神のため漢学の復興を目指していた
斯文会は漢学の基礎になる漢文教育に関して創立初期から特別な関心を持っていた。
　雑誌『斯文』 1号にある初代会長小松原英太郎（1852－1919）の斯文会趣旨に関する文章の
中にも学校の漢文教育に関する内容が見える。
近来学校に於て教ふる所は、多くは単に漢文のみにして、唯文字文章を教ふるに止まり、
道義の学問に至りては殆んど之を講ずる者なし。漢文益々衰へて我国国民の道徳日に益々
11） 同上112頁。
12） 斯文会編『財団法人斯文会八十年史』（財団法人斯文会、1998年）20頁。
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浅弱に傾かんとす、洵に慨歎に耐えざる13）。
　漢文教育が行なわれてはいるものの、単なる文字の習得ではなく精神を教えるべきであると
いう。漢文の衰退は国民道徳の衰退につながるという彼の見解は当時斯文会が憂慮していた教
育上の問題でもあった。
　斯文会が漢文教育問題に関して初めて着手したのは「中学校漢文科の問題に関する討議」で
あった。『財団法人斯文会八十年史』に見える最初の活動は以下のようである。
1919年 2月 1日午後四時より研究部会を開き、中学校における漢文科問題について討論。
その結果本誌付録の如き意見を当局に提出し併せて各中学校に配布した14）。
　雑誌『斯文』 1編 2号には付録として「中学校における漢文科に就いて」が付いている。付
録は表紙を含めて15頁で、 1．中学校教育の目的、2.　中学校の教科目、3.　漢文科の地位及び
価値、4.　漢文科の程度、5.　非漢文論の反駁で構成されている。「 3．漢文科の地位及び価値」
では斯文会が主張する中学校漢文科の必要性について以下のように記している。
　世界の文化を大別して欧米の文化と東洋の文化の二とな
す事を得べくば其の主として東洋の文化を代表するものは
漢文学なり。（中略）即ち漢文学は現代国語の礎材たる点に
於て国民道徳養成に必要なる資料たる点に於て東洋の文化
を知るに必要なる点に於て高尚なる趣味養成に必要なる点
に於て必修の学科なり。故に漢文科は中学校の教科目とし
て寧ろ外国語以上に切要缺くべからざる地位を占むべきも
のなり15）。
　この文章では漢文を東洋文化の代表として取り上げ、日本に
とっては国語のためまた、教養のためにも必要であるとする。特に中学生は国民道徳を学ぶ必
要があるので、その点からは何よりも重要な学科であるという。
　また漢文教育の必要性を政治的、経済的関係や地理的近接性で述べている文章もある。しか
しその議論は単なる隣国との交流関係の次元に止まってはいない。
13） 小松原英太郎「本会の趣旨」（『斯文』 1号、斯文会、1919年） 4頁。
14） 「会報」（『斯文』一編一号、1919）94頁。
15） 斯文会研究部『中学校における漢文科に就いて』（斯文会、1919年） 3 - 4頁。
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近来朝野の人士の口々に唱道する東洋の平和を確保することは単に東洋諸国の為に図るの
みに非ずして亦実に吾が帝国自衛の上より見ても是非とも之を現実せざるべからざるもの
なり。而して之を実現するには先支那語を課すべし。（中略）漢文国民を了解するには漢文
を学ぶより捷径なるはなし16）。
　漢文の学習は東洋の平和、また帝国の自衛ともかかわるという。ここで述べている「漢文国
民」の範囲は明らかではないが、この文章は西欧列強に対する東洋の平和のためには帝国日本
の役割が重要であり、その役割を果たすためには「漢文国民」に対する知識が必要であるから、
その基礎になる漢文をまず理解する必要があるというのである。
　斯文会は大正 8年（1919）10月 9日には「漢字振興建議案」を提出、また全国中学校漢文科
そのほかの教員に同趣旨の書信を送り、大正10年（1921） 1月19日には斯文会事務所において
「中等学校漢文科問題協議会」を開いた。
　この 3年間の漢文教育に関する各種の会議、講演の成果として発行した臨時刊行物が『漢文
教育と中等教育』である。その中には漢文教師を始め法学者や政治家、実業家など様々な有名
人が書いた漢文教育に関する文章が載せられている。「発刊之辞」では以下のように述べている。
文部省に於て近く同学科廃止の誤報を伝ふる新聞もあり、
為に学校生徒間には漢文授業を軽んずる風あり、漢文科担
任の教員中にも不安を感ずるもの少なからざるは、真に教
育界の恨事にして、本会の深く憂慮する所なり。（中略）漢
文は修身国語国史と斉しく国民精神を陶冶する主要学科に
して、その存廃は真に国運消長の関する所なり17）。
　新聞で漢文教科を廃止するという誤報は繰り返して載せられ、
斯文会もその問題について「中等学校漢文科問題協議会」を開
くなど対抗していた。大正 8年（1919） 9月30日に斯文会委員
会を開いて文部大臣に建議書を出すことを決議し、同年10月 9日には文部大臣に「漢字振興建
議案」を提出した18）。
　斯文会の人々はなぜ漢文科廃止に反対したのか。法学博士上杉慎吉（1878-1929）の「漢文と
国民精神」という文章から反対の一原因を見ることができる。
16） 同上 7頁。
17） 「発刊之辞」（『漢文と中等教育』、斯文会、1921年） 1頁。
18） 「漢学振興建議案」（『斯文』第一編第一号、斯文会、1919年）721頁。
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近時中学校に於ける漢文科を廃止せんとする議論が屡新聞雑誌に見えるが、これ最も憂ふ
べきものである。自分は之が廃止に対しては大反対である。その理由は専ら国民精神の頽
廃を憂ふるので、今日漢文を廃止するやうなことにならば、何を以て綱常を維持し国民の
精神の堅実を期することが出来よう。滔々とし浮薄の思想風俗に趨くのみで誠に深憂に堪
えない次第である。世上区々の功利論の為めに此くの如き重要なる学科を廃し去らむとす
るは、実に軽卒も甚しいものである19）。
　漢文の廃止はそのまま国民精神の退廃につながるということであり、欧米式の学問だけを学
んだ者に堅実な人品を期待するのは難しく、人材を養成する中等教育機関の機能を果たさない
こと、軽薄な風潮になることを心配していたのである。この意見は井上毅の漢文科の必要性に
対する答えと同一線上にあるといえる。刊行物の発行以降にも斯文会の漢文教育関連活動は続く。
　「中等学校国語漢文協議会活動」や「全国中学校長会議」で漢文科に対する協議をおこなって
いたが、斯文会は大正11年（1922）の「孔子二千四百追遠記念祭」をきっかけとし漢文教育に
対する政策的接近とは別に学校の学生との会合を通して儒教教育・教化に着手したようである。
同年10月29日の「孔子二千四百追遠記念祭」には朝鮮儒林51人、台湾儒林 4人が参加した。記
念祭当日には学校からの参加はなかったが、斯文会は市内近県の中学校長高等女学校長および
国語漢文の専門部がある諸学校に学生参拝の勧誘を依頼する書面を発送した。祭典の翌日から
二日間学生および一般人の参拝を許し、参拝者には服部宇之吉の『孔夫子伝』を贈ったという。
その結果、両日間湯島聖堂の参拝人は2400余人に達した。
　昭和元年（1926）、塩谷温（1878-1962）は、名古屋県立第一中学校（ 6月12日）および小牧
中学校（ 6月14日）で「孔夫子と教育」という題で講演を行なった20）。講演の要旨は以下のよう
である。
世界大戦争にとって、英佛の勝利は傭兵の為めに非ずして、寧ろ学生の意気に存せりと論
断し、イートンの校風を称賛して学生の為に万丈の気焔を吐き、これによっても学生は須
く戊申詔書を尊重して、常に剛健質実の気風を涵養し、一旦緩急あらば、直ちに国家を背
負って立つの覚悟あるを要請し、而して孰れの学科も皆大切であるが、意気を尚ぶには漢
文に惹くものはないと力説して、漢文の士気に及ぼす関係を説き21）（後略）
　塩谷温は学生としての国に対する精神を述べながら、戊申詔書の剛健質実の気風、忠良なる
臣民になるため漢文科の重要性を語っている。講演は頼山陽の楠公論賛の暗誦、下筑後河の詩
19） 上杉慎吉「漢文と国民精神」（『漢文と中等教育』、斯文会、1921年）45頁。
20） 斯文会「彙報」（『斯文』第八編第五号、斯文会、1926年）49頁。
21） 同上49頁。
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の朗吟で終わった。
　以上に述べた斯文会の漢文教育活動は公教育における漢文教育の維持をめざすものであった
が、斯文会の漢文教育活動の中には社会面での漢文教育も含まれていた。例えば日曜講演や春
期講演・秋期講演のような定期講演、夏・冬季講習会また孔子祭終了後の「祭典記念講演会」
もほぼ毎回行なった。斯文会は「出張講演」という地方での公演も行なった。
　このような斯文会の漢文教育活動は日本に限定されたものではなかった。当時の日本は台湾、
韓国、満洲のような漢字を使う国を統治していた。植民地の経営者は土着の漢字・儒教文化を
無視することができなかったのである。斯文会は日本を代表する儒教団体として植民地の儒教
団体と関係を結び、斯文会を拠点とする儒教のネットワークを作ろうとしていたのである。
二　経学院と漢文教育活動
1 　近代韓国の漢文に関する認識と経学院の創設
　明治維新以降、日本で漢文がその力を失ったような傾向は近代韓国にも現れた。社会の変化、
欧米の新たな学問や文化の影響で韓国における漢文の地位も下がる一方であった。韓国の場合、
漢文は両班階層が主に使用していたので、儒教のみならず両班を象徴するという側面があった。
しかし両班階級が朝鮮末期に見せた否定的イメージは儒教と漢文に対する批判を生み出すこと
になった。
　一方、漢文と漢文教育に関心を持ちそれを守ろうとする儒林もいた。開化的儒林は文明開化
運動に積極的に参加する一方、漢文先生として学校で生徒を教え、漢文教科書の編纂にも参加
した。漢文教師は彼らにとって一つの職業的代替でもあったといえよう。
　日本植民地期には漢文の廃止論が出るほど漢文の重要性を失った時期でもあったが、朝鮮王
朝時代に身分上の制限から漢文教育を受けられなかった階層に機会が与えられたという点から
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すれば漢文教育の一般化、大衆化の時期であったともいえよう。
　教育の普及、一般化は歓迎されるべきことでもあったが、そこには問題点もあった。朝鮮王
朝を代表する教育機関であった成均館が廃止されることによって、高等教育機関における専門
的漢文教育が一時的に停止したのである。
　朝鮮最高の儒教教育機関はなくなったが、そのすべての機能が消えたわけではなかった。明
治44年（1911） 6月15日、寺内朝鮮総督は韓国合併天皇下賜金の一部である「臨時恩賜金」25
万円を基金として、朝鮮総督府令73号経学院規定により、成均館があった地に経学院を設置し
た22）。成均館が行なっていた釈奠祭はそのまま続けられたが、成均館が持っていた教育機能のう
ち人材養成機能は併合以降、ほぼ20年間停状態となった23）。
　教育機能廃止の原因として、科挙の廃止により教育機関として維持する意味がなくなった一
つの原因といえるが、直接的原因は儒教に対する朝鮮総督府の立場にあったといえよう。
　当時朝鮮総督府が目指していたのは儒生に古典を教え、儒教に精通した専門家を養成するこ
とではなく、経学院趣意書に記されているように「経学を講じ、文廟を祈り、風教徳化を裨補
すること24）」であった。簡単にいうと一般人向けに儒教を宣揚し、それを通して国民を徳化させ
ることであった。経学院が選択した道は朝鮮総督府の望む社会教化と経学院講士が願っていた
伝統的儒教教育との仲間に位置するものであった。
2 　経学院の漢文教育活動
　京城の経学院は斯文会と似ている点が多い。機関誌を発行したことや大規模な釈奠祭を挙行
したこと、各種の儒教講演を行ったことなど斯文会とよく似た役割を果たしていたことがわか
る。実際、両機関は深い交流関係を結び、斯文会の会員が経学院で講演をし、釈奠祭にも参加
した。経学院の会員も斯文会を訪問し、斯文会の行事に参加した。しかし、一つ大きな違いが
存在した。斯文会は民間の団体だったが経学院は朝鮮総督府傘下の機関だったことである。
　その結果、漢文教育活動の面では少し違う様相を見せている。経学院はその地位的限界のた
め、朝鮮総督府の漢文教育政策に反する意見を出すような積極的活動をするまでには至らなか
った。
　経学院の漢文教育活動はおおむね講演会活動と1930年における明倫学院の設立以降の活動で
分けられる。
　1913年 3月17日、朝鮮総督府は訓令第13号を発布した。その中で講演に関しては春秋釈奠を
22） 「日誌大要」（『経学院雑誌』 1号、1913年）41頁。
23） 朝鮮王朝時代の成均館には東廡と西廡があって成均館の儒生はそこに寄宿しながら科挙の準備をした。
一時的に停止された教育機能は1930年明倫学院の設立以降復活する。
24） 『経学院雑誌』 1号（経学院、1913年）44頁。
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基点として講演を開くこと、講士を地方に派遣して巡回講演を行なうことを明視した25）。
　第 1回「経学講演」は1913年 6月14日、李容稙が『論語』の「益者三友損者三友」を主題と
して講演した。聴講者は180人であり、敷演、二次講演も行なわれた。
　経学院講演施行に関する要項には「人倫を正しくして仁義忠孝を主旨とする実践躬行を奨励
し新政の趣旨を貫徹すること」と明記されている。講演の流れは以下のようである。
一．聴講者、講演者、および参列者　一同着席
一．司会者開講を告げる　一同敬礼
一．教育に関する勅語奉読　一同起立最敬礼
一．経学講明
一．普通講演
一．司会者閉会を告げる（一同敬礼後）順次退席26）
　経学院講師は京城だけでなく、地方の郷校を中心に講演会を開いて儒教的社会教化を行なう
ようになった。一例として1916年 5月開城郡での行事を挙げれば、講演会の流れは以下のよう
である。
日付 場所 行事の内容 参加者 参加人員 開閉時間
5月23日
開城郡
文廟の参拝→開講→教育勅語奉読→
講演→二次敷演→四書三経の講論
儒林
学生 530余人
午後 1時－
午後 7時
5月24日 郷校明倫堂での製述→授賞 儒林学生 110余人 午前 9時－
　京城で行なわれた講演会と違う点は、経学院講師の直接的教育活動として四書三経の講論を
行ったこと、また漢文で詩や散文を書く製述もしくは白日場と呼ばれる作文大会を開催したこ
とで、これに優秀者には賞品として辞典や四書などを与えた。経学院はこの講演会を通して新
政趣旨の説明とともに漢学の奨励を続けたのである。
　前に触れたように経学院は朝鮮総督府の下にある機関だったため、漢文教育政策に関する意
見や建議書を出すことはできなかった。『経学院雑誌』にも学校の漢文科に関して文章が二篇掲
載されているが次に紹介するように、両方とも日本人講師の講演文である。
　京城女子高等普通学校の教諭中村一衛は「普通教育에 在한 漢文科의 任務」という講演を行
なった。その内容を見ると漢文教育の地位が昔とは違っていることや漢文教育の時数が減たこ
とを説明する。そして「同種同文である内地と朝鮮は儒教変遷の跡を見ると大体同じ様相を見
25） 同上52頁。
26） 『経学院雑誌』 9号（経学院、1915年）49-50頁。
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せている」とし、日本と韓国における漢文教育の変遷を以下のように簡略に述べている。
加之朝鮮에셔는儒學으로써社會敎化를裨補코져하야努力하는中이니經學院이卽是라然而經
學院은高性篤行의耆宿을優待하야써碩學을重히하는美風을推奬하라는데만止치아니하고又
進하야吏倫의扶持人心의啓發에資함을期하는者이니換言하면儒學은初等普通敎育에다漢文
科도存置할뿐아니라此에依하야廣히社會民心을啓發케할事를圖하는바이라（中略）社會敎育
의一機關으로된經學院의責務는又極히重大하니社會敎育은歐洲列强國의最히致力하는바이
니彼의倫理敎化運動과如한것이其一이라27）
　『経学院雑誌』30号には塩谷温の「中学漢文論」という文章が掲載されている。塩谷温は中橋
徳五郎の文部大臣時代（1918-1922）に再び取り上げられた日本の漢文科廃止論から水野錬太郎
文部大臣（1927-1928）に至る、漢文教育に関する文相の立場を述べながら日本における漢文教
育の問題と必要性について記している。全12頁にわたる長い文章であり、塩谷は漢文廃止の問
題のみならず、簡体字でなく漢文の原形を使うことや早期教育の重要性についても述べている。
誰이라서漢字을現代에無用이라고謂할가質実剛健한国民精神의涵養、忠孝一本되는国体観
念의体得은早히少年의心理의純白할時로붓터始하지아니하면不可하니童蒙의時節로붓터漢
文의素読에習熟하야皇道에純化한儒教精神의雰囲気의中에셔成長하면不識의間에確乎한思
想을養할수有하려니와만일그리하지아니하고少年의시절로붓터淫靡한風에伝染되야意志薄
弱하야지면高等学校로붓터大学校에進하야舶来의ㅣ学問에蒙被되야28）（後略）
　このように、塩谷は漢文教育を通して国体観念を涵養することができること、皇道の精神を
身につけるため、幼い時から漢文を素読し、思想を完全に体得することを強調している。漢文
教育は、その基礎となるものであった。
　塩谷の講演からまもなく、経学院の消極的漢文教育活動は大きな転換を迎えるようになる。
成均館のような漢文・儒教教育の再開を願っていた経学院の講師たちと朝鮮総督府の新たな儒
教政策があいまって1930年、「明倫学院」が附設されたのである。それに関する記事が『子爵斉
藤実伝』に見える。
子爵は、社会教化の実を挙げるには、一に東洋道徳の作興を図るべきだとし、昭和五年二
府令を発し、経学院に明倫学院を附設して全鮮（朝鮮）の郷校の寄付金を以て維持・経営
することとしたのである。（中略）同学院は専ら儒学を中心とし各般の学科を課し、また随
27） 中村一衛「普通教育에 在한 漢文科의 任務」（『経学院雑誌』19号、1918年）65頁。
28） 塩谷温「中学漢文論」（『経学院雑誌』30号、1929年）、14頁。
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時講習会を開き、一般に対して儒学の普及を図ることとした29）。
　明倫学院の設立は1930年以降、東洋道徳の根源として強調された儒道振興策とそれに基づく
儒教的人材の養成にその目的があったと思われる。政治的にも朝鮮総督府はこの時期、社会教
化のため儒教を積極的に利用するようになった。明倫学院は教育機能の復活を望む経学院側と
社会教化に寄与する人物の養成を望んで総督府の意向が合致して誕生したのである。
明倫学院の教科目教科課程及毎週教授時数30）
学科目 1年生 2年生
毎週時数 教科課程 毎週時数 教科課程
儒学・儒学史 10 四書、詩経、書経、支那朝鮮儒学史 10
春秋左氏伝、易経、
支那朝鮮儒学史
東洋哲学 2 先秦哲学 2 漢以降の哲学
漢文学 8 荘子、荀子、史記、漢書、朝鮮名家集、作詩、作文 8
老子、文選、唐宋の詩文選、
朝鮮文学概説、作詩、作文
国語 5 普通の読方、書方、話し方、綴方 5
普通の読方、書方、
話し方、綴方
公民科 1 社会的存在としての個人、経済関係の公人 1
法制関係の個人、
一般文化関係の中の個人
計 26 26
　この表は1930年明倫学院が附設された当時の教科目、教科課程および毎週教授時数の表であ
る。1931年からは日本儒学史も教科目として入るようになった。明倫学院は何回か改名される
が1945年まで儒教教育機関として存続した。
おわりに
　以上、近代期の日本と韓国を代表する儒教機関斯文会と経学院の漢文教育活動について考察
した。近代期において漢文は言語的地位が下がり、存廃問題に直面するようになった。その中
には儒教教育に対する否定や批判もあった。
　学校の教科目としてまた文字としても漢文は廃止されなかったが、近代以前のような権力を
持つことはできなかった。しかし身分を超え多くの人々が公教育機関で漢文を学ぶようになっ
た点から、この時期は漢文教育の拡大期であるといえよう。とりわけ韓国においてはそのよう
な傾向が強い。
29） 斎藤子爵記念会編（『子爵斉藤実伝』、共同印刷株式会社、1942年）713‒714頁。
30） 「明倫学院記事」（『経学院雑誌』31号、経学院）44頁。
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　日本の斯文会、韓国の経学院はそれぞれの国を代表する儒教機関として近代期の漢文教育に
一定の影響を与えた。斯文会は漢文教科廃止問題、国語科との統合問題など漢文教育関連の政
策面から発言し、文部大臣に「漢字振興建議案」を出すなど政治的活動を行なうと一般人を対
象とする講演・講習や中・高等学校での講演活動も行なった。中等漢文教育に関する刊行物の
発行は斯文会の漢文教育に対する関心を示すものである。斯文会はさまざまな講演会・講習会
を設け儒教的道徳観念、儒教の重要性を社会に広く知らせたのである。
　それに比べて韓国の経学院は漢文教育問題に対する政治的活動は見られないが、それは朝鮮
総督府の傘下機関であることからして当然のことであっただろう。経学院初期の経学講演の場
合は総督府が望んでいた社会教化よりは学術的側面が目立つ。経学院は風教徳化を目的とする
儒教講演と学問修養を重視する正統的儒教教育の間でバランスを維持しようとした。
　経学院講士は経学院での講演と地方講演で四書三経を講義し、白日場（作文の大会）を開催
し、社会的漢文教育活動を行なうことで漢文教育の命脈を維持し、さらに1930年には明倫学院
を設立し、教育機能を復活させた。経学院の1930年代以降の講演とその思想的変質に就いては
今後の検討課題としたい。
